
よくあるお問い合わせ（FAQ）

OFFICE 365テナントの
統合に関する
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概要
O�ce 365のメリットを活用している組織は、ま
すます増加しています。クラウドサービスに移行

することで、ユーザの生産性を強化し、インフラ

ストラクチャコストを削減し、かつてないビジネ

スアジリティを実現してきました。

しかし、組織がデータおよびワークロードの一

部またはすべてをクラウドサービスに移行する

と、特定の課題が発生する可能性もあります。

特に、多くの組織は、単一テナントのシンプルな

展開ではなく、2つか3つ、あるいはそれ以上の
テナントを使用しています。つまり、O�ce 365
テナントスプロールの典型的なケースです。

この状況に置かれた場合、次のような疑問を持

つはずです。テナントスプロールは本当に問題

か? テナントの統合は、現在直面している課題
を解決するか? その場合、統合プロジェクトを成
功させるために重要な要素は何か?

このFAQでは、このような疑問に対する回答を
提供し、テナントのスプロールがどのように発生

するか、なぜ問題なのか、どのように修正するの

かについて説明します。さらに、統合プロジェク

トを適切に計画して実行し、その後O�ce 365
環境を管理し、保護するために役立つ実績のあ

るソリューションについても紹介します。
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Q1. 組織はどの 
ようにして複数の
テナントを保持す
ることになるので
すか?
これについてのFAQが必要になるほど、多くの
組織でO�ce 365スプロールが問題になってい
るのはなぜでしょうか? 実は、組織が複数のテ
ナントを保持するようになる理由は非常に多く、

さまざまです。そのうち、最も一般的なものを

いくつか示します。     

統合および合併（M&A）
M&Aアクティビティは、おそらくテナントスプ
ロールの最も一般的な原因でしょう。M&Aは、 
世界中の多くのセクターで増加しており、

O�ce 365の高い導入率を考えると、統合また
は合併に関与する2つ（またはそれ以上）の組織
にそれぞれ1つ（または複数）のテナントがある
可能性が高いです。        

M&A案件とシャドーITは、テナントスプロールの
2大要因です。
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しかし、この状況はどのようにして頻繁にテナントスプロールを引き起こす

のでしょうか? M&Aプロセスの一環として、ITチームは通常、非常に短い期
間で初期のIT統合を完了する必要があります。さらに、M&Aが発表されて
初めてそれを知ることが多いので、準備するためのリードタイムがなく、ま

た、IT担当者に移行の経験がない場合もあります。単純に、最適な環境を
設計して実装する余裕がなく、代わりに、ショートカットを使用し、ただ法的

要件を満たすように推測で作業を行うことを余儀なくされます。これは多く

の場合、すべてのソーステナントを残したまま、回避策を構築して、社員が

業務を行うことができるようにし、対外的に統一された会社の体裁を示す

ことを意味します。        

M&A案件が完了すると、多くの場合、他の緊急課題が優先され、すべての
ショートカットと回避策をクリーンアップすることは二の次となります。特

に、ITチームはそもそも、人手不足で過負荷になっていることが多いのです。
その結果、M&Aによって誕生した企業は複数のテナントを使用し続けるこ
とになります。少なくとも、あなたのような誰かがこのようなFAQを偶然見
つけて、ついに根本的な問題を解決する方法を探すまでは。

不正な内部組織
多くの組織、特に大企業には、さまざまな内部部門、子会社などがありま

す。このようなグループは、上層部や中央ITチームがニーズを十分に満たし
てくれないと感じ、シャドーITを利用します。具体的には、O�ce 365が提供
する豊富な利点について耳にし、やがてTeamsやSharePoint Onlineのよう
なプラットフォームやサービスの導入がいかに簡単であるかを知ります。次

に、O�ce 365にサインアップし、データやワークロードを新しいテナントに
移動し始めるのです。彼らは熱心なあまり、自分たちの決断が大規模組織

に与える影響について検討してみることがありません。あるいは、予想され

るメリットと比較して、そのような懸案事項は些細なこととして退けます。

個別のITチーム
しかし、シャドーITだけでなく、時には正式なITが問題になる場合もありま
す。大規模な企業や機関では、部署ごとに独自のITチーム、予算、インフラ
ストラクチャ、サービスがあることが一般的です。こうした部署の一部が

O�ce 365の価値に気付き、大抵は他のIT部門と調整することなく、あるい
は通知さえせずに、独自のテナントの作成を開始する可能性があります。そ

の結果、組織全体で、複数のO�ce 365テナントが個別の制御下に置かれ
ることになります。       

不注意に、または急いで行われたクラウドサービス移行 
多くの場合、テナントのスプロールはO�ce 365導入の初期段階から始まっ
ており、通常、元々のクラウドサービス移行が適切に計画および実行され

なかったことが原因です。M&Aに伴うIT統合のように、O�ce 365の移行は
多くの場合に任意の期限があり、ITにプロセス全体の経験が不足している
ことがあります。その結果、オンプレミスに存在する混乱が単純にクラウド

サービスにコピーされてしまいます。

セキュリティまたはコンプライアンスの理由
比較的小規模なケースでは、組織はセキュリティまたはコンプライアンスの

理由から、積極的に複数のテナントを確立することを選択します。例えば、

特に異なる地理的管轄が要因の場合、異なる規制の対象となるデータを分

離する必要があるかもしれません。

元々のO�ce 365移行が適切に計画されてい
ないと、オンプレミスの混乱が単純にクラウド
サービスにコピーされてしまいます。
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Q2. テナントスプロールの
最も一般的な課題は何で
すか?
このFAQをお読みいただいているということは、おそらく、O�ce 365の複
数テナントが原因と思われる何らかの問題が既に発生しているのはないで

しょうか。関連する課題の全体像を掴むために、すべての課題を1つずつ洗
い出してみましょう。      

ライセンス管理
O�ce 365環境が1つしかない場合でも、何のライセンスに支払っていて、ど
れを実際に使用しているかを正確に追跡することは困難な場合がありま

す。複数のテナントがある場合、特に環境が異なる部署やビジネスユニット

によって所有および管理されている場合は、さらに手に負えなくなります。

N個のテナントを個別に管理するということは、労力がN倍になるという
ことです。また、組織全体が所有するO�ce 365ライセンスと、さまざまな
ユーザがそれぞれ消費しているサービスについて包括的に理解するには、そ

れぞれの管理者に個別レポートの実行を依頼し、それらのレポートを総合し

て、全体像を得る必要があります。

IT管理 
もちろん、ライセンス管理は、IT管理の大きな負担のほんの一部に過ぎませ
ん。N個のテナントを管理することは、ユーザのプロビジョニングから情報
漏洩対策（DLP）およびモバイルデバイス管理 （MDM）の設定、OneDrive 
for Businessの同期の管理まで、多数のタスクの全体的なホストで労力がN
倍になることを意味します。簡単に言うと、ITプロフェッショナルには毎日行
う多くの作業があり、複数の環境でそれを個別に行うことは、一度に行うよ

り時間も労力もはるかに多くかかるということです。
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セキュリティ
セキュリティもIT管理の一部とみなすことができますが、特別な注意が必
要です。セキュリティは非常に重要で、テナントが多いほど、何かの設定が

不適切だったり、監査中に見落とされたりする可能性が高くなります。さら

に、リスクにさらされることを理解し、アクティブな脅威を検出するために、

ITエコシステム全体にわたる統一されたビューが必要です。複数のテナント
を持っている場合、このような幅広い概観を得ることは困難です。

コンプライアンス
コンプライアンスも詳しく検討する必要があります。今日の組織は、業界

固有の指令だけでなく、GDPRやカリフォルニア州消費者プライバシー法
（CCPA）のような広範囲に及ぶ法律を含む、幅広い規制の対象になってい
ます。コンプライアンスを証明し、監査の失敗に対するますます高額にな

る罰金およびその他の罰則を避けるために、IT環境全体が安全で、規制対
象データに関するすべてのアクティビティが適切に承認および監査されて

いることが証明可能である必要があります。複数のテナントがある場合、

より多くの時間と労力が必要になり、失敗のリスクも高くなります。実際、

機密データの保存場所、バックアップの場所、データが国境を越えているか

どうかを確実に把握することさえも非常に難しい場合があります。したがっ

て、どの規制に従う必要があるか正確に知ることさえできない可能性もあり

ます。           

さらに、コンプライアンス規制は絶えず変化しており、新しい規制も毎年制

定されています。1つのO�ce 365テナントでさえ対応が困難であるのに、複
数のテナントがある場合、管理チームは複数のコストとリスクに対処しなけ

ればなりません。       

プラットフォームの使いやすさと導入
これまで、主に複数のテナントがITチーム、コンプライアンス担当者、およ
び経営幹部レベルにもたらす問題に焦点を当ててきました。しかし、ユーザ

にも困難をもたらします。必要なリソースが別のテナントにある場合、必要

なIDとアクセス権を得るためにさまざまなITチームとやり取りする必要があ
ります。その後も、毎日仕事をするため、またあらゆる関係者と連携するた

めに、テナント間を行き来する必要があります。

例えば、必要な特定の文書がどのSharePoint環境に保存されているかどう
か明確にわからない場合や、どのリポジトリに正式なバージョンがあるか

わからない場合、ユーザを混乱させ、苛立たせます。同様に、Teamsはユー
ザがより効率的に連携するための新しい強力な機会を提供しますが、ユー

ザが別のテナントにいる場合、そのようなメリットを活用することが難しく

なります。その結果、ユーザはO�ce 365の導入に抵抗し、より都合のいい
回避策を探すかもしれません。

N個のテナントを管理することは、ユーザの
プロビジョニングからDLPおよびMDMの設
定、OneDrive for Businessの同期の管理ま
で、多数のタスクの全体的なホストで労力が
N倍になることを意味します。
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Q3. テナントスプロールの
コストはどれくらいですか?
特定した各課題には、それぞれコストがかかります。一部は、それ以外に比

べて定量化が難しいですが、重要なことには変わりありません。テナントス

プロールの総コストを検討する場合、以下のすべてを考慮する必要があり

ます。            

ライセンスコスト
複数のテナントのライセンスを管理するには追加の労力が必要になると説

明しましたが、当然ながら、それにはハードコストもかかります。これらのタ

スクのために、必要な額より何倍も多く支払っているかもしれません。その

上、ライセンス自体に過剰に支払っていることはほぼ間違いありません。前

述したように、所有するすべてのライセンスとサービスがどのように使用さ

れているかについて、包括的に理解することがほとんど不可能だからです。

実際、同じ個人があるテナントでOneDrive for Businessライセンスを使用
し、別のテナントで別個のOneDrive for Businessライセンスを使用している
場合があります。        

IT管理コスト
次に、希少な高給取りのITプロフェッショナルが、ライセンス管理を超え
て、管理タスクの複製に費やしている時間について考えてみましょう。

O�ce 365機能およびネイティブ管理インターフェイスを理解するために費
やした時間、すべてのPowerShellトレーニングおよびスクリプト作成の時
間、およびさまざまなジョブを支援するために購入したツールのコストをす

べて考慮してください。複数のO�ce 365を展開している場合、こうしたコス
トが何倍にもなります。さらに、より戦略的なイニシアチブに費やすことが

できるはずの多くのIT人材を浪費しているのです。
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セキュリティリスク
各テナントには独自の管理者がいて、テナントを好きなように設定すること

ができます。どうすれば、すべてのテナントで一貫したセキュリティ、定期的

なリスク評価、適切な監査などを確保することができるでしょうか? おそら
く不可能です。そしてこれは、すべての管理者が良心的な意図を持ち、決し

て間違いを犯さないことを前提としています。悪意のある、または偶発的な

設定ミスおよびその他の課題のリスクを組み込むと、総合的なセキュリティ

リスクは大きく跳ね上がります。Ponemonの年次調査では、データ漏洩の
平均コストは何と392万ドルにのぼり、組織にはその影響が数年にわたって
残ることが多いと指摘しています。悪意のある攻撃によるデータ漏洩が最

もコストがかかりますが、いわゆるシステムの不具合および人為的ミスに

よって引き起こされる漏洩も、依然として平均で324万ドル以上の損失をも
たらしています。1     

コンプライアンスリスク
複数のテナントがあると、今日の複雑で非常に動的な規制環境でコンプラ

イアンスを確保することが困難で、どの規制の対象になっているか正確に

把握することすら難しいことがおわかりいただけたと思います。ここで、コ

ンプライアンス違反の影響について検討してみましょう。GDPRの罰金は、
2,000万ユーロ、または前会計年度の世界総売上高の4パーセントのどちら
か高いほうになる可能性があります。HIPAAの罰則は、違反ごと（または記

1 2019年データ 漏洩 コスト レポート。実施: Ponemon Institute、後援: IBM Security（ https://www.ibm.com/security/data-breach）。

2 ウォール・ストリート・ジャーナル、「米国の コンプライアンス違反の罰金額、過去10年で最高を記録」（https://www.wsj.com/articles/u-s-sanctions-compliance-fines-hit-decade-high-11564057920）。

録ごと）に100ドル～50,000ドルになる可能性があり、同一の条項に対する
違反は年間最大で150万ドルです。違反は刑事罰に問われる場合もあり、
懲役刑もあり得ます。PCI DSSに違反すると、コンプライアンスを再確立す
るまで毎月5,000～100,000ドルの罰金を科される場合があり、クレジット
カードによる支払いを受け付ける権利を完全に失う可能性もあります。

これらの数値は単なる理論上のものではありません。『ウォール・ストリー

ト・ジャーナル』誌によると、米国の規制機関が科した実際の罰金額は過

去10年で最高を記録しており、2019年の7月までの合計罰金額は13億ドル
に達しています。これは、2018年の罰金総額の17倍以上です。2例えば、

Facebookは、連邦取引委員会との和解の一部として、50億ドルの記録的な
罰金を支払わなければなりません。EUの 情報コミッショナー事務局（ICO）
では既に、GDPR違反に対して高額の罰金を取り立てています。なかでも
注目すべきは、British Airwaysに1億8,340万ユーロ（2億3,000万米ドル）、
Marriottに9,920万ユーロ（1億2,400万米ドル）と、立て続けに罰金を科した
ことです。            

FacebookやGoogleのような大企業は法外なコンプライアンスの罰金を
事業経費の一部として受け入れているように見えますが、コンプライアン

ス違反は、このような十分な資金を持たない組織にとって、実存的な脅威

です。           

プラットフォーム導入の欠如
ユーザは新しいテクノロジーについて経験が不足している場合、できるだけ

その使用を避けます。仕事を行うためテナント間を常に移動しなければな

らない場合、O�ce 365の導入は進まず、そもそもプラットフォームに投資す
ることで達成したかったROIは実現しないでしょう。

高給取りのITプロフェッショナルは、複数の
テナントにわたる管理タスクの複製にどれだ
けの時間を費やしているでしょうか?

https://www.ibm.com/security/data-breach
https://www.wsj.com/articles/u-s-sanctions-compliance-fines-hit-decade-high-11564057920
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Q4. テナントの
統合を検討する
べきですか?
簡単に答えると、断固としてイエスです。テナン

トスプロールを抱えるほとんどすべての組織

は、テナントの統合から利益を得られます。実

際、複数のテナントを所有する説得力のある理

由は、各テナントを維持することによってのみ対

処できる非常に厳しいセキュリティまたはコン

プライアンスの要件だけです。

テナント統合のメリットには、これまで説明して

きたリスクとコストの低減が含まれます。

• ライセンスのワークロードとライセンス 
コスト ̶ ライセンス管理のワークロードは
確実に削減され、支払いが必要なライセン

スの数を削減できる可能性もあります。さ

らに、複数の小さい案件ではなく、1つの大
きい案件について交渉することになるため、

ベンダーに対する交渉力を得られます。こ

れにより、コストをさらに削減できる可能性

があります。

• IT管理の労力と費用 ̶ さらに広く見れば、
一元管理により、他のすべてのITテナント管理
タスクに費やす労力が大幅に削減されます。
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また、単一のツールセットに統合し、トレーニングコストを削減すること

もできるようになります。

• セキュリティとコンプライアンスのリスク ̶ セキュリティのベストプラ
クティスが一貫して順守されることを確認し、コンプライアンスの義務

を理解し、履行できるようになるので、コストのかかる違反や監査の失

敗のリスクを低減できます。

• プラットフォームの導入 ̶ テナントが1つで、適切に管理されると、ユー
ザはすぐにO�ce 365のメリットに気付き、受け入れる準備ができます。

しかし、テナント統合のメリットはこれだけではありません。組織全体

に役立つ、より良い決定を行えるようになります。例えば、OneDrive for 
Businessの標準化を選び、Box、Dropbox、およびGoogle Driveなどのサー
ビスの使用を終了することができます。このようなポリシーの決定により、

コストとリスクをさらに削減しながら、より効果的なコラボレーションを

促進できます。       

実際、簡単に共同作業ができ、必要なデータを見つけられるなら、ユーザは

フラストレーションを減らせるだけでなく、ビジネスを前進させる、よりよい

決断を下せるようになります。テナントを統合することにより、組織全体の

即応性と競争力が向上します。

テナントを統合することにより、コストとリスクを
低減するだけでなく、組織全体の即応性と競争力
が向上します。
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Q5. テナント統合を計画す
る際、最も重要な検討事項
は何ですか?
これはちょっとしたひっかけ問題です。なぜなら、絶対的に重要なポイント

を想定しているからです。適切な計画は、テナント統合の成功の鍵です。実

際、経験から言えば、評価および分析フェーズは、移行プロジェクトまたは統

合プロジェクトの60～70パーセントを占める必要があります。徹底的に計画
しなければ、プロジェクトは必要以上に時間がかかり、不必要なリスクが発

生し、予算をパンクさせ、完全に失敗することさえあります。

テナントの統合を計画する際は、現在、所有している資源を洗い出し、最終

的に目指す結果について慎重に考える必要があります。以下のすべてを検

討する必要があります。     

ストレージ
現在どのようなストレージオプションを使用していますか? Microsoftのクラ
ウドサービス内と、Box、Dropbox、Google Driveなどの場所を考えてくださ
い。データは実際、クラウドサービスに保存する必要がありますか? 削除ま
たはアーカイブする必要がある、重複データや古いデータはありませんか? 
どれくらいの量のコンテンツを保有しているか理解することも、移行のスケ

ジュールを正確に計画し、適切な期待を設定するために役立ちます。

サービス
テナントの統合は、実際に必要なサービスと排除できるサービスについて、

慎重に考える絶好の機会です。OneDriveストレージを標準化することを考
えたように、Microsoft Teamsを選択してSlackの使用を段階的に終了するこ
とを選択できます。どのサービスを使用するかについて思慮深く、じっくり
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検討することにより、管理オーバーヘッドとライセンスコストを削減しなが

ら、コラボレーションと生産性の向上を推進できます。

移行スケジュール
多くの移行と同様に、統合プロジェクトは通常、複数回に分けて実行されま

す。どのデータを先に移行し、どのデータを後から移行するかについて検討

してください。データの古さや変更頻度などの要素のほか、データを利用す

るユーザのニーズも考慮します。同様に、どのビジネスサービスをユーザが

最も消費しており、どのビジネスサービスが最も簡単に移行できるかも確認

します。           

移行テスト
本番環境のデータおよびサービスに取り組む前に課題に対処できるよう

に、移行シナリオの適切なテストを計画してください。進捗を監視し、失敗

した移行ジョブはすぐにロールバックできることを確認してください。

セキュリティとコンプライアンス
現在のテナントにそれぞれ設定されているポリシーと構成を確認して、ター

ゲットの統合テナントに適しているかどうか慎重に判断します。ユーザアク

ティビティの監査、データのバックアップおよび回復、適切なガバナンスの

確保のための方法を検討します。また、データの移動によりリスクが増加す

る可能性があるため、移行中のセキュリティについても考慮します。

移行ツールとサービス
テナントの移行プロジェクトについて社内スタッフがどのような経験を持っ

ているか、統合をスケジュール通りに無事完了させるためにどのツールが

役立つか、外部の専門知識への投資が賢明な選択かどうかについて検討

してください。移行は複雑なプロジェクトであり、社内のITプロフェッショナ
ルにはこのようなプロジェクトの経験がないかもしれません。2つのテナン
トに同じ名前を持つグループがあったらどうするかといったことから、異な

るDLPポリシーの結合まで、何百という決定を下す必要があります。個人的
に、あるいはカスタムの移行ツールを介して、専門家の支援を得ることは極

めて有益です。          

サードパーティの移行ツールやサービスへの投資を正当化するには、この

FAQで前述したように、何もしないで放置した場合のコストを単純に集計し
てください。           

サードパーティの移行ツールやサービスへの
投資を正当化するには、複数のテナントを 
引き続き維持するのにかかるコストを単純に
集計してみてください。
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Q6. スプロール
が自然に解決す
る可能性はあり
ますか?
一番簡単な質問を最後に残しておきました。 
答えはもうおわかりでしょう。いいえ。スプロー

ルが自然に改善することは決してありません。

あなたとあなたのユーザにとって不愉快な想定

外の問題が発生し、事態は悪化するだけです。

スプロールの苦痛と費用を排除する
唯一の方法は、テナントを統合するこ
とです。
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ボーナス問題:  
テナントの統合に
最適なツールは何
ですか?
Quest Softwareは、オンプレミス、クラウドサー
ビス、またはハイブリッドのMicrosoft環境を移
行、管理、および保護するための頼れるベンダー

です。事実、Gartnerが2019年の「Market Guide 
for Cloud O�ce Migration Tools」でQuestを
代表的なベンダーとして指名しただけでなく、

Questはクラウドオフィス移行ツールで期待さ
れる40の基本機能のうち40すべてを提供した
唯一のベンダーでした。   

Quest© On Demand Migrationを使用すると、
Exchange Online、OneDrive、SharePoint 
Online、およびTeamsを含むすべてのO�ce 365
ワークロードをシンプルかつ安全に統合および

移行することができます。その直感的なダッシュ

ボードでは、移行プロジェクトの完全な可視性

が実現します。ソースアカウント、グループ、およ

びデータを簡単に検出および評価し、リアルタ

イムで進行状況を追跡し、ユーザがテナント移

行プロジェクトの間中ずっと、コミュニケーショ

ンおよびコラボレーションをシームレスに継続

できるようにします。

https://www.quest.com/whitepapert/gartner-cites-quest-as-a-representative-vendor-in-the-2019-market-guid8137989/?param=Atii%2ffmTEZXy3nsJCa8V2slf6pUG3GyWRs4yK0H%2bV6eEA3JvCMN6imQzO6W2bLiUWqUKi%2bW%2fcZDlHt9xcpinea0Obv1nIAUHxaR%2bxF2hTU2OuQw6rFU2lVZMalDhBkrSOnX9gxGIlBjbD5oNp9aRfeTf0CeZPirl%2fuf9o33ongZ79hFNB4jNJSChA1rIlzU1nj94KaHpjqe7OjALGTdxdziHxE7X2hi1WXFK357pjXu77wLGdG5tesDf%2fJzngEcpK6i6KSywrgIRGNjuSWfpFHLC8Fh%2f1lkLtf%2fML2y3B4XFSx%2f%2be%2fRiv%2fg5MzedfJ32
https://www.quest.com/jp-ja/products/on-demand-migration/
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QUESTについて
Questは、急速に変化するエンタープライズITの世界にソフトウェアソリュー
ションを提供しています。 データの爆発、クラウドサービスへの拡張、ハイ
ブリッド・データ・センター、セキュリティ脅威、規制上の要件によって生じ

る課題のシンプル化を支援します。 当社は100ヶ国における130,000社の
企業に対するグローバルプロバイダです。これらの企業にはFortune 500の
95 %とGlobal 1000の90 %が含まれています。 1987年以来、現在ではデー
タベース管理、データ保護、IDおよびアクセス管理、Microsoftプラットフォー
ム管理、統合エンドポイント管理を含む、ソリューションのポートフォリオを

築いてきました。 Questは、組織がIT管理に費やす時間を削減し、ビジネス
イノベーションにかける時間を増やせるように支援します。 詳細について
は、www.quest.com/jp-ja/ をご覧ください。 
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